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＊Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、Complexity（複雑性）、Ambiguity（あいまいさ）の四つの言葉の頭文字を取った世界が直面している環境を表す造語

これまでの提言の実行段階として
経営者自らできることに集中して議論

経済同友会では、これまでも「ダイ
バーシティの推進」を柱とした人材や
雇用等に関するさまざまな提言を行っ
てきましたが、日本の置かれた状況は
待ったなしです。すでに世界はVUCA＊

の時代に突入しており、こうした時代
においては、法律や制度が変わるのを
待つのではなく、われわれ経営者が自
らできることに率先して取り組むこと
が重要です。

今回の提言では、環境の変化をとら
えた新たな論点として、「グローバル・
マネジメント人材」「先端技術人材」「中
高年人材のリ・スキル」を加え、実例
を含め掘り下げました。

その上で、各企業が生産性革新に向け
たダイバーシティや働き方改革を行っ
ていくためのKPI（Key Performance 
Indicator）を設定し、実際に行動して
いくことを提言しています。

高度専門人材の獲得・育成に加え
中高年人材のリ・スキルも重要

新たな論点の一つ目が、「グローバ

ル・マネジメント人材」の獲得・育成
です。いわゆる「グローバル人材」が
切望されて久しいですが、海外でこの
言葉は標準的とはいえません。この言
葉自体が日本の特殊性を象徴している
ともいえます。真に必要な人材を議論
した結果、たどり着いたのは「国籍の
異なる人材からなる組織を、国境・地
域をまたがって戦略的にマネジメント
できる経営人材」＝「グローバル・マ
ネジメント人材」でした。この人材層
が圧倒的に不足しているため、現状の
日本の一般的な人材育成計画よりも10
年早く育成を開始し、30～40代前半ま
でに、国内外の修羅場を二度経験させ
ることなどを提言しています。

次の論点が、デジタル化に対応する
「先端技術人材」の確保です。デジタル・
ディスラプションによって、今後５年
間であらゆる産業のトップ10企業のう
ち４割が、ランク外に追いやられると
の指摘があります。日本型の人事・給
与体系は、グローバルな人材獲得競争
において劣勢です。彼らの知的好奇心
を刺激し続けるテーマを用意し、天井
を感じさせない制度・仕組みなどが必
要です。

最後の論点が、生産年齢人口が減少
する中での「中高年人材のリ・スキル」
です。AIが人間の労働を奪うという議
論もありますが、AIと人間にはそれぞ
れ得意・不得意分野があり、AIが不得
意とされる「人とのコミュニケーショ
ン」「感動創造」などについては、機械
との共生が十分可能です。

例えば、お客さまからの相談対応な
どは中高年人材の経験・知恵が活きる
分野で、彼らへのリ・スキルには十分
な投資価値があります。

「男女の思考的特徴差」をとらえ
ダイバーシティを進化させる

各企業が女性活躍の取り組みを深化
させる中で、「男女の思考的特徴差」を
どのようにとらえるかが大きな議論に
なりました。かつては、特徴差に着目
することは、一律に避けられてきた側
面がありました。しかし、性別を背景
とした得意・不得意の傾向は一定ある
はずで、おのおのの個性を最大限に発
揮し、組織パフォーマンスを最大限に
高めることが強く求められる現環境に
おいて、経営者は「男女の思考的特徴
差」に関する知識を正しく身に付け、
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的確にマネジメントしていく必要があ
るとの認識に至りました。リーダー
シップスタイルには、ストロングタイ
プ、コラボレーションタイプなど種々
ありますが、タイプが違うリーダーが
多いほど企業のダイバーシティが進み
ます。今後は、多様なリーダーシップ
スタイルを併せ持つことが、多様性あ
る組織を的確にマネジメントできる
リーダーの重要な素養になると考えて
います。

ダイバーシティ・マネジメントの
成否を握るのは経営者の強い思いと
コミットメント

今回の提言では、各企業が自らの
KPIを設定し、具体的に動き出すこと
を提案しました。KPIの設定において
重要なことは、トップダウンとボトム
アップの双方向で考え抜き、真に腹落
ちした「必ず達成すべき指標」にする
ことだと思います。

ダイバーシティ・マネジメントの成
否を握るのは、経営者の強い思いとコ
ミットメントです。この提言が、多く
の会員の皆さまのチャレンジの一助と
なることを期待します。

提言概要（7月6日発表）

生産性革新に向けたダイバーシティの進化
−グローバル、デジタル時代を勝ち抜くためのKPI−

※詳しくは、http://www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2016/160706a.html

提言 Ⅰ 「グローバル・マネジメント人材」の獲得・育成に向けた提言

提言 Ⅱ 先端技術人材の確保に向けた提言

提言 Ⅲ 生産性向上に資する中高年人材のリ・スキルに関する提言

提言 Ⅳ ダイバーシティ推進・働き方改革の実現に向けたKPIの設定

（１）国籍を問わない人材の獲得とリテンション
　「①グローバル人事戦略」を策定し、責任
主体を明確にすべきである。その際、各国・
地域、職務特性に応じた「②市場価値ベース
の報酬体系」の導入を検討する必要がある。
　人材の育成・獲得に当たっては、自社に
とって重要な「③キーポストを明確」にする
とともに、「④有能人材を見える化（データ
ベース化・タレントレビューの導入）」するこ
とが、適所適材のサクセッションプランの実
現につながる。「⑤M&Aによる人材を戦力
化」するためにも、人事デューデリジェンス
を適切に行い、リテンションを早期に行う必
要がある。
　多様な人材が創造性を最大限に発揮しなが
ら協働し、活力につなげるには、「⑥企業ビ
ジョン・理念等の浸透、文化・言語の壁を壊
すこと」が求められる。

（２）リベラルアーツに裏打ちされた強い信念
　　＜ビリーフ＞を持つ人材の早期育成・登用
　日本企業が世界で伍していくためには、グ
ローバル・マネジメント人材の早期育成（20
代中盤から）、マインドセット、計画的な育
成・配置等が重要になる。現在より10年早
く育成を開始し、極力早い段階（30〜40
代前半までに）で、国内外子会社の経営ポス
ト等の修羅場を経験させ、グローバル経営の
知識や感覚を取得させることが重要である。
なお、海外での修羅場は二度経験させるべき
である（より若いときに一度目を経験させた
上で、経営ポスト等で二度目を経験させると
効果的）。
※�上記取り組みを進める上で、日本的雇用慣
行とグローバル基準のそれぞれの特徴・良
さを正しく認識し、実状に応じた折り合い
をつけていく視点が重要である

　これからの経営者には、環境変化を的確に
とらえ、デジタル化を競争力の源泉に変換し
ていく力が求められる（「①先端技術を活用
した経営戦略を立案できる経営者の必要
性」）。
　また、「②先端技術人材を惹きつける魅力
的な経営戦略および柔軟な採用」のもと、「③

先端技術人材の能力を引き出す育成・活用の
ための専用スキーム」を構築していくことが
肝要である。環境変化に柔軟に対応し、先端
技術による破壊的イノベーションを起こすた
めには、「④既存のIT組織とは別の組織を立
ち上げること」や「⑤オープンイノベーショ
ン」を積極的に推進することが有益となる。

　年齢にかかわらず、「成果・貢献度に応じた
公正な評価・処遇を実現しうる制度の構築
（日本型人事制度の軌道修正）」を模索してい
く必要がある。
　中高年人材のリ・スキルに当たっては、一
からスキルを再構築するのではなく、これま
で培ってきた知識や経験・スキルを有効活用

し、IT化の進展等の変化をとらえながら、そ
れらを伸ばしていく視点が重要である。ま
た、将来を見据えた個人のスキル・適性の特
定を行い、人と事業の要件を見極めた上で、
社内外問わず柔軟にマッチングしていくこと
が求められる（「キャリア自律」→「スキル磨
き」→「活躍の場拡大」）。

　適切にマネジメントされたダイバーシティ
（人材の多様性）は、企業の生産性向上に確
実に貢献していくことが期待される。ダイ
バーシティとそれを支える働き方改革のKPI
を設定し、定点観測することで、自らの生産
性および業績を向上させるとともに、その関
連性を実証していく。
　「働き方改革」と基盤となる「ダイバーシ
ティ」が相互に作用することで、創造性向上、

生産性向上に寄与すると考え、KPIの5本の
柱（①価値観の共有、②個々の力を引き出す
人事制度/人材育成、③時間効率/業務効率、
④柔軟な働き方（システム・制度）、⑤人材の
多様性）と具体的15項目を設定した。各経
営者が実現のマイルストーンとなるKPIを
設定し、その進捗を確認していくことで、行
動宣言を具現化していくことを提案する。
※KPI作成シートは下記のURLを参照


